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  ○障害者の権利に関する条約（第 24条 教育）個人に必要な合理的配慮  
  ○障害者基本法（第４条 差別の禁止） 
社会的障壁の除去を必要としている障害者が現に存し、その実施について必要か
つ合理的な配慮がされなければならない。 




４ 障害者の権利に関する条約（第 24条）における「合理的配慮」 
















































































 2015年 7月 2016年 7月 
とてもあてはまる 30.0 49.9 
あてはまる 50.7 40.8 


































 ◎特別支援学級の教員  
  「通常学級に迷惑が掛かるのでは」という消極的な声がほとんどであった。 
 ◎通常学級の教員  
  「部活動参加を認めると、特別支援学級の生徒が勝手気ままに行動するので迷惑であ
る」という否定的意見が大勢を占めていた。  
54 
これは、私の赴任前に、ある部活動においてそのようなことがあったという経験からの意
見であった。しかしながら、当該部活動顧問はその生徒について、特別支援学級の教員と
どのような連携をしたのか、あるいはどのような特別な支援をどのように意図的計画的に
行ったのかは甚だ不明であった。部活動をはじめ、様々な教育活動において、特別支援学
級生徒の成長できる機会を、無為に奪うことがあってはならない。そして交流および共同
学習の機会が無ければ、通常学級の生徒は障害のある生徒との接し方すら学ばないままに
なってしまいかねない。そこで、部活動においては校長の判断として入部当初の両学級の
教員の綿密な連携、そして部活動時の特別支援学級教員による補助を行うことを条件に、
部活動参加の道を開いていった。これによって、時を経ずして教員の不安は解消されてい
った。 
【現在】 
交流及び共同学習は、教師も生徒も互いに学び合える場であると実感している。しかし、
交流及び共同学習をどの場面でどのような方法で行うのかについては、十分な連携の元で
行われる必要がある。連携不足によって、特別支援学級の教員には、受け入れ体制が不十
分ではないかと感じる場合があるという声があり、通常学級の教員には、効果のある交流
なのかわからない場合があるという声もある。だが嬉しいことに本校では、課題への改善
策を全員が考え、担当分掌が提案していくという建設的なしくみができている。 
 
１２ 留意点 
①特別支援学級生徒および通常学級にいる特別な支援の必要な生徒への、適切な指導や支
援を行うためには、全教職員が、特別支援教育への造詣を深める研修をする必要がある。
これはインクルーシブ教育推進の前提である。 
②インクルーシブ教育の推進に当たっては、校長が方向性を示し、教員が具体的方策を作
り上げていくことが大切である。 
③交流に当たっては、特別支援学級生徒の個々の特性を考慮し、無理な交流は行わない。
また、生徒だけで交流に参加できない場合は、特別支援学級の教員も共に参加する必要
がある。 
④交流及び共同学習を行う場合、受け入れ側である通常学級の時間割に合わせて参加する
ため、在籍クラスの時間割を工夫する必要がある。  
 
１３ まとめ 
特別支援学級（学校）に通う生徒には、成功体験が少ないことが多い。また、手本とな
る行動や存在に、日常的に触れる機会が少ない。そして、通常学級に通う生徒の中には、
障害のある生徒への接し方が分からなかったり、差別意識をもつ生徒がいる場合もある。
したがって、それらを克服していくインクルーシブ教育システム構築を目指した交流及び
共同学習は、共生社会の形成に向けた重要な方策であるといえる。 
